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質  問  回  答

平成 26 年 5 月 8日

「（案件名）全世界テーマ別評価「評価結果の横断分析 防災分野／森林・自然環境保全分野における実践的なナレッジ教訓の抽出」」

（公示日：平成 26 年 4 月 23日／公示番号：5 ）について、業務指示書に関する質問と回答は以下のとおりです。

通番号 当該頁項目 質問 回答

1 指示書 5 ページ（３）教訓の
「抽出」「分類・整理」「分析・加

工」のプロセスについて

ナレッジ抽出・加工のプロセスについても提案すること

になっているが、その案について JICA 側と協議する手
順が指示書には示されていないようだが、どのように考

えればよいか。

・業務指示書Ｐ9の「5.業務の内容(2)業務内

容 ウ 国内作業」により策定された「教訓の

ナレッジ化作業プロセス（案）」について、評

価部へ提示してもらい、協議すると考えて下

さい。必要に応じ「Ｐ11 エ」で規定する検討

会での協議も想定しています。

・尚、質問のあった「教訓のナレッジ化作業

プロセス（案）」に限らず、「研修コンテンツ

（案）」等、最終報告書において提案する各種

成果については、検討会に限らず、案の段階

から評価部と緊密なコミュニケーションの

基、協議しながら作成するとご理解下さい。

2 指示書 13ページ第 3業務実
施上の条件 1．業務工程

公開ワークショップは、こちらが参加者を招待するの

か、それとも一般公開という意味か。

・JICA課題部における各種勉強会等への参加

者（当該分野での協力実績のあるコンサルタ

ントや専門家、その他有識者等）を中心とし

つつ、公開ワークショップとして応募受付の

形で JICAが開催することを予定しています。

3 別紙 3、様式 2 別紙３、様式 2 として添付されているフォーマットは決

定のものか、このフォーマットについても提案できるの

か。

・当初案として、別紙３（様式２）を用いる

こととするが、本様式の項目を網羅し、且つ

ナレッジ教訓（案）を作成する過程で必要な
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通番号 当該頁項目 質問 回答

改善が生じた場合、本フォーマットの様式に

ついて提案されることを期待します。

4 指示書 9ページ、イ現地調査 「…現地調査では具体的な教訓への加工・分析のため

の必要な情報収集を目的とし対象終了案件の当時の

担当の JICA 事務所現地職員や相手国カウンターパー
トなど、案件の関係者ヒアリングを中心に行う。」とあり

ますが、他方でレビュー対象案件のなかには実施中の

案件も見受けられます。

現地調査の対象はレビュー対象案件のうち、終了した

案件に限定されるのでしょうか。

・現地調査の対象案件は、終了案件には限定

されません。指示書 p8の「（エ）現地調査対

象案件の決定、現地調査計画の策定」の項に

ある様に、「ナレッジ教訓（案）」（Ver.2）を

実用の高い教訓とするため、抽出された教訓

の適用条件や対応策、期待される効果に係る

詳細情報の収集ができるものを対象案件とし

ます。

5 指示書 10 ページ目（エ）最終
報告書作成の目次（案）

第５章と第６章には、それぞれ研修コンテンツ、教訓の

ナレッジ化作業プロセスとあります。他方で、同１１～１

２ページ目、６．成果品等（１）報告書等のウ最終報告

書の欄には、「全検討結果を取りまとめたもの。」という

記載以外に「『防災』と『森林・自然環境保全』は別冊子

にて製本とする。①ナレッジ教訓、②研修コンテンツ

（案）、③教訓のナレッジ化作業プロセス（案）」とありま

す。

これらの表記では、上記①～③のうちどれが別冊子と

なるか少し分かり辛いように感じますが、別冊子は防

災、森林・自然環境保全の①ナレッジ教訓のみという理

解でよろしいでしょうか。

・『防災』と『森林・自然環境保全』の２つの冊子

に分けて、それぞれの冊子を業務指示書Ｐ１０

「（エ）最終報告書作成」にある＜最終報告書の

目次（案）＞に基づき作成することを想定してい

ます。すなわち、『防災』と『森林・自然環境保

全』の２つの冊子に分けて、全検討結果と①～

③を記載するとご理解下さい。

・現時点で、成果品の各種ボリュームの目安

は、ナレッジ教訓の抽出数などにも影響され、

想定が困難ですが、②「研修コンテンツ（案）」

１５～２０Ｐ程度、③「教訓のナレッジ化作

業プロセス（案）」については５Ｐ程度と想定

しています。
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通番号 当該頁項目 質問 回答

また成果品各種のボリュームの目安などがあれば、ご教

示いただけないでしょうか。

6 該当箇所なし 業務実施にあたり、所与のものとして考慮すべき既存

のデータベースや関連するシステムなどがあればご教

示いただけないでしょうか。

・業務指示書Ｐ１４「４．参考資料」に記載

の通り、公開している JICA図書館、及び JICA

ウェブサイトを参照下さい。主なものを以下

の通りお知らせしますので、参照下さい。

（JICA 図書館 所蔵検索システム）

http://libopac.jica.go.jp/

（JICA ナレッジサイト）

http://gwweb.jica.go.jp/

（JICA ホームページ 事業評価）

http://www.jica.go.jp/activities/evaluat

ion/

7 プロポーザル評価表について 今回は業務管理グループを認めない案件ですが、評価

表には業務管理グループの配点の記載がありますが、

業務管理グループの配点表は使用しないという理解で

よいか。

・業務管理グループは認めませんので、業務

管理グループの配点表は使用しません。

8 7頁、ｂ）教訓の分析・加工 【必要に応じ、参照した対象案件の当時の担当者、受

注コンサルタント、専門家などへのヒアリングなどを行

う】との記載がありましたが、国内移動に際の交通費は

計上してもよいか。

・現地調査時の現地での国内移動のための交

通費は見積らないでください。（現地調査対象

案件が決まっていないので）本邦国内の交通

費も見積らないでください。

9 ８頁、３）「ナレッジ教訓（案）」 オープンワークショップの実施について、会場や招聘な

どは、コンサルタント側で準備し、経費も計上する必要

があるか。

・オープンワークショップの会場や招聘につ

いては、JICAが行うため、コンサルタント側

での準備、経費計上は不要です。
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通番号 当該頁項目 質問 回答

10 10頁、（ウ）セミナー発表 セミナーの開催準備や招聘は、コンサルタント側で対応

し、経費も計上する必要はあるか。

・同上

11 11頁、JICA 検討会 検討会の開催準備や招聘は、コンサルタント側で対応

し、経費も計上する必要はあるか。

・JICA検討会に関する開催準備や招聘につい

ては、JICA評価部が対応するため、経費計上

等は不要です。

12 9頁 現地調査 防災、森林の各分野について「それぞれアジア 1 カ国
（2 名、2 週間程度）」とは、13 頁 「業務量の目途

6M/M(現地調査 2M/M を含む)」から判断して、防災分
野（アジア 1カ国、2週間×2名）、森林分野(アジア 1カ
国、2 週間×2 名)で、合計 2M/M という理解で宜しい
か。

・左記、ご理解の通りです。

13 「第 2 業務の目的・内容に関
する事項 P8 b」教訓の分
析・加工 2)」と「同 P11 エ」
について

「P8 2)」で、「検討会にて、以下の観点を中心に「ナレ
ッジ教訓(案)」(ver.1)の対応策について協議を行い、当
該セクターに関する技術的コメント等を反映の上、「ナレ

ッジ教訓(案)」(ver.2)を作成する」とありますが、「ナレッ
ジ教訓(案)」(ver.2)は検討会の承認を経て作成される、
との理解でよろしいでしょうか。

また、「P11 エ」の検討会の目的では、

検討会 2：「ナレッジ教訓(案)」(ver.1)の協議
検討会 3：「ナレッジ教訓(案)」(ver.2)の協議
となっています。「P13 1.業務工程」では検討会 3 は 9
月上旬に開催予定となっていますが、「ナレッジ教訓

(案)」(ver.2)はどの時点で作成されるのでしょうか。「現
地調査対象案件の決定、現地調査計画の策定」及び

・「ナレッジ教訓(案)」(ver.2)は検討会の了解を
得て作成されるというご理解で、結構です。

・「ナレッジ教訓（案）」（ver.2）に関する検討会
は、９月上旬に実施する予定です。

・また、オープンワークショップは、検討会とは別

に実施するものとご理解下さい。

ついては、「第 2 業務の目的・内容に関する事
項 Ｐ11 エ」について、以下の通り訂正します。
【訂正後】

検討会１：本業務の目的、調査方法及び成果

の確認。検討会メンバーの紹介。今後の検討ス

ケジュールの確認、業務指示

検討会２：「ナレッジ教訓（案）」(ver.1)案の協議
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通番号 当該頁項目 質問 回答

「中間報告書の作成」は「ナレッジ教訓(案)」(ver.2)の作
成」後に行われることとなるため、JICA が想定する「ナ
レッジ教訓(案)」(ver.2)の作成時期をお教えください。

検討会３：「ナレッジ教訓（案）」(ver.2)案の協議
検討会４：「ナレッジ教訓」(ver.3)の策定（最

終化）＊オープンワークショップ及び現地調査の

結果を踏まえて

・尚、「ナレッジ教訓（案）」(ver.2)は上記の

通り検討会３（９月上旬）を経て作成される

ため、中間報告書の作成は、９月中旬となり

ます。ついては、以下２点、修正します。

＞Ｐ12「６．成果品等（１）報告書等 イ 中

間報告書」の提出時期を、２０１４年９月中

旬に修正します。

＞Ｐ13「第３ 業務実施上の条件 １業務工

程」の中間報告書の提出月（△）を 9月中旬

に修正します。

14 「第 2 業務の目的・内容に関
する事項 P11 エ」の検討会
4の目的について

業務指示書では「検討会 4：オープンワークショップ(勉
強会)」とありますが、「ウ 国内作業 (ア)」の記載内容
から、検討会 4 の目的は「オープンワークショップ(勉強
会)の結果及び現地調査結果を反映した「ナレッジ教
訓」(ver.3)の最終化」と考えてよろしいでしょうか。

・その通りです。

15 「5 (5) 業務内容説明会の
開催」について（15ページ）

業務内容説明会では、どのような説明を行ったのでしょ

うか。

業務内容説明会では、業務指示書に基づき、業

務内容について説明をしました。なお、別添パ

ワーポイント資料を提示の上、業務の背景と流

れについて補足説明をしました。

以 上
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要 因 課 題 

教訓の目的・必要性が抽象的 

ナレッジ化に向けた教訓抽出のガイディングが不明確 

組織として重要な教訓を認定・権威付けするプロセスの不足 

作成者や目的に応じて教訓情報や保管形態の種類が多数あ
り一元的に管理・蓄積されていない 

業務フロー上での教訓活用の手順が定常化されていない 

事業マネジメントや教訓活用に関する人材育成の機会不足 

①教訓の内容・質にばらつきがあり、類似案件に適用しにくい 

教訓を 分析・加工するプロセスが不十分（教訓のナレッジ化） 

教訓活用結果のフィードバックプロセスが不明確 

②教訓情報が大量かつ様々な媒体に散在し、アクセスし
づ 
らい 

①抽出した教訓のナレッジ化（具体的な対
応策の提示）の促進が必要 （実用性） 

 

 ②教訓情報が大量かつ散在しアクセスしづ
らい （アクセス） 

 

 ③参照すべき重要な教訓が選定されておら
ず、大量情報の中からどの教訓を使えば良
いかわからない （選定） 
 
 

 
④職員によって教訓の活用度合にばらつき
がある （ユーザー） 

 

 ⑤計画時に適用した教訓の活用結果が検
証されていない （フィードバック） 

 

 

同じような教訓が繰り返し抽出され続けている 

      ＝「同じ失敗」の繰り返し 

      ＝「同じ対応の再発明」の繰り返し 

 

 

職員側の制約（時間、キャパシティ） 

組織として教訓を重要なナレッジとして認
定し、プロジェクトのPDCAサイクルにおける
活用が定常業務化されていない 
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プロジェクトのＰＤＣＡサイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討 

2013年度ＪＩＣＡ事業評価年次報告書より抜粋 2014.4.25 説明会資料 



事業完了 
報告 

モニタリング 

事後評価 

抽出 分析 
加工 

蓄積 
DB 

認定 
権威付け 

ＬＬＳ 

Ｐ 

Ｄ 

Ｃ 

Ａ 

 
STEP1. 評価結果、事業実施を通じ個別案件の教訓を抽出 
STEP2. 抽出された教訓の分類整理（課題、国・地域、マネジメント） 
STEP3.  関係事業部門への文書と口頭による“講評”伝達  （伝わらない→伝わるようにする） 
STEP4. もう一歩踏み込んだ分析と加工による具体的な対応策の提示＝ナレッジ化＝実用化” （使えない→使えるようにする） 
STEP5. 組織的に“権威付け”を行い認定  （言いっぱなし→ 重要・活用すべき教訓を選別） 
STEP6. 認定された教訓は一か所にナレッジとして蓄積  （情報が散在 → アクセスしやすくする） 
 

分類 講評 

STEP1 STEP2 STEP3 STEP6 STEP5 STEP4 

改善後  教訓の活用 
 （定常業務化） 

JICA HP 
（評価検索S） 

年次評価 
報告書 

 技術的分析によるナレッジ化 （実用化） 収集・整理  結果の伝達  一元管理 

教訓
シート 

DB 

－課題・国・マネジメントの3領域で教訓ナレッジ化プロセスを定常業務化する－ 
STEP7 

プロジェクトのＰＤＣＡサイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討 

2013年度ＪＩＣＡ事業評価年次報告書より抜粋 2014.4.25 説明会資料 



１．分野の選定とレビュー対象案件 （教訓抽出度の高い）の選定 （ＪＩＣＡ） 

２．レビュー対象案件からの教訓の抽出・分類・整理 

３．ナレッジ教訓（案）Ｖｅｒ．１作成： 実用性・汎用性の高い教訓への分析・加工  

４．ナレッジ教訓（案）Ｖｅｒ．２作成： ＪＩＣＡ検討会からの技術的コメント等反映 

５．オープンＷＳ形式による勉強会開催： 外部関係者等からのコメント聴取 

７．ナレッジ教訓（案）Ｖｅｒ．３作成： 「５」及び「６」の結果を反映し、最終化 

テーマ別評価：評価結果の横断分析/実践的なナレッジ教訓の生産 作業プロセス 
 

・机上調査（事後評価報告書、終了時評価報告書、その他案件関連資料） 
・インタビュー（案件担当、当時担当者等の暗黙知の顕在化） 

６．現地調査： 詳細情報の収集 

2014.4.25 説明会資料 


